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はじめに 

新型コロナウイルス（以下、新型コロナ）の感染拡大は、2019 年末から徐々に広がり、

2020 年 3 月には WHO（世界保健機構）が「パンデミック（世界的流行）」相当との認識を

表明する事態となった。感染拡大を防ぐために、各国では都市のロックダウンや入国制限、

外出自粛要請が行われ、人々の社会活動は大幅に制限された。ソーシャル・ディスタンシ

ングを原則とした生活に移行したことは、人々の直接のコミュニケーションの機会を大幅

に減少させ、日常生活の制限によるストレスを蓄積させた。医療が逼迫して社会的不安が

高まり、労働市場や経済も大きな打撃を受けるなど、あらゆるレベル・側面でこれまでに

ない事態が生じた。

日本では、2020 年 1 月に最初の感染者が報告され、3 月からは全国の小中学校で休校措

置が取られた。4 月には 1 回目の緊急事態宣言が発出され、街から人が消えたかのような光

景が各地で見られた。緊急事態宣言は、その後も 2021 年 1 月、4 月、7 月に発令され、2021
年はおよそ半年近くが緊急事態宣言下という状況が出来した。流行の波が高まるたびに医

療の逼迫が叫ばれ、観光業や飲食業などが苦境に陥り、感染者は増大を続けた。ただ、ロ

ックダウンなどの強制的な政策を行うことなく、要請ベースの感染予防対策が基本であっ

たものの、日本では 2020～2022 年 9 月にかけて、諸外国に比べて累計の死者は低く抑え

られた（国立社会保障・人口問題研究所「感染者・死亡者数の国際比較」1）。

Aassve et al.（2020）は、2020 年 7 月に Science誌に掲載した記事において、パンデミ

ック後の出生動向の行方と人口への影響を所得レベルに分けて予想している（図 1）。WHO
のパンデミック宣言後、数ヶ月の時点ですでにこれだけの出生に影響する要因とその作用

の方向の可能性は提示されており、4 年経過した現在にこれを見ても、かなり的を射たもの

であるといえる。高所得国では、新型コロナウイルスのパンデミックとそれに伴い導入さ

れたさまざまな「密を回避する」対策によって、ワークライフバランスの低下、経済的損

失と経済的不確実性の増大、ART（生殖補助医療）へのアクセス性の低下を通じて出生力

は低下し、人口減少、高齢化の進行につながるとされている。中所得国や低所得国の都市

部では、経済的損失と経済的不確実性の増大を通じて出生力が低下するか、避妊へのアク

セス性の低下を通じて、出生力が上昇するか、どちらの可能性も予見され、人口は減少ま

たは増加、高齢化率は上昇または低下とされる。低所得国の地方部では、発展の停滞、避

妊へのアクセス低下により、出生力は上昇し、人口増加と高齢化率の低下が起こるとされ

た。

1 国立社会保障・人口問題研究所ホームページで閲覧可能。

https://www.ipss.go.jp/projects/j/choju/covid19/comparison.asp 
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 本稿では、新型コロナウイルスの感染拡大がカップルの出生意欲や、出生数・率を変化

させたかどうかについて、日本を含む先進諸国を対象とした研究を中心にサーベイを行い、

これまでに明らかになっている知見を整理することを目的として行った。収集した文献の

書誌情報は本稿の末尾に「参考文献」としてリストアップした。 
 

 

図１ 地域の所得水準に応じたパンデミック後にあり得る出生力の軌跡 
出所：Aassve et al. (2020), p.370 
 
 
１．出生意欲への影響 

 新型コロナが世界に広がった当初は、妊娠期間（約 9 か月）を経て現れる出生の観察に

はまだデータが少なかったことから、カップルの出生意欲への影響を探る研究が多く発表

された。2020～21 年に発表された研究においては、カップルの出生意欲は、新型コロナに

よって主に負の影響を受け、特に経済要因の影響（所得の一時的低下等）が出生意欲を引

き下げるものとして大きかったことが指摘されているが、将来の不確実性の増大について

の主観的評価の影響など、経済状況以外の要因も有意であった。ただし、全体的に見れば

変化が起きた層は限定的との結果も多い。 
 Lindberg et al. (2020) は、Guttmacher 研究所が 2020 年 4 月に 18～49歳女性に行った

ネット調査のデータ分析を行い、34%の女性が妊娠の延期や持つつもりの子ども数を減らし

たことを明らかにした。また、そうした変更をした女性の属性は、有子より無子の女性、

白人より黒人・ヒスパニックの女性、高所得より低所得の女性で多かったとした。 
イギリス在住の女性の回答が多かった国際ネット調査（2020 年 1～7 月に妊活ツールを

利用した女性へのオンラインアンケート）のデータを分析した Flynn et al. (2021)は、約半

数の女性が妊娠の延期を行ったとした。 
Arpino et al. (2021) は、イタリアで反復横断調査を行い、パンデミック前（2016 年）と

パンデミック中（2020 年 3 月・10/11 月）のデータを比較した。18～34歳の若年層では、
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より社会的に不利な立場で働いている人ほど出生意欲がないか、パンデミック前は持って

いた出生意欲を放棄していた。同じ著者がイタリア、ドイツ、フランス、スペイン、イギ

リスの 18～34歳人口に 2020 年 3 月～4 月に行った調査データで国際比較分析を行った

Luppi et al. (2020) では、５カ国すべてで出生意欲は低下したが、ドイツとフランスでは

緩やかな低下で、かつ出産延期も多かったが、イタリアでは子どもを持つことを放棄する

人の割合も高かったとしている。また、出生意欲を放棄した人の属性では、イタリアは 30
歳未満と低学歴者、ドイツでは新型コロナの負の影響を強く受けた地域の居住者、イギリ

スでは収入の見通しが悪い者で多く、フランスとスペインでは明確なパターンはなかった

など、国によって違いも見える。 
ポーランドの 18～49歳の 1,000名のデータを分析した Malicka et al. (2021) は、パンデ

ミック前に子どもを持つつもりだった人のうち、約 2割が出産を延期または取りやめたと

回答したこと、その決定にはパンデミックによる経済的不安が多く関連しているとした。 
2022 年、2023 年にも引き続き新型コロナが出生意欲に及ぼす影響を分析した研究は発表

され、パンデミックの最中にあった 2021 年に行われた調査データの分析結果も出てくるよ

うになった。 
世界 24カ国（サハラ以南アフリカ、ラテンアメリカ、北米、東アジア、中央アジア、ヨ

ーロッパ）の 18～49歳女性が参加した国際オンライン調査（2020 年 7 月～2021 年 2 月）

の 10,672 人のデータを分析した Zhao et al. (2023) は、14.4％の女性が出生意欲を変更し

たが、その多くは出産延期であり、新型コロナのパンデミックと関連していたとした。 
アメリカでパンデミック前（2018～2020 年）とパンデミック中（2020 年 6 月～11 月）

に収集されたパネルデータによって、出生意欲の変化を分析したManning et al. (2022) は、

雇用や所得といった経済要因よりも、主観的な指標（ストレス、新型コロナウイルスへの

恐怖感、人間関係の葛藤）の不確実性のほうが出生意欲の決定に顕著に関連していること

を見出した。 
イギリスで 2021 年 1 月に実施したオンライン調査データを分析した Raybould et al. 

(2023) は、パンデミック開始後に出生意欲に変化があった回答者は 9%であり、その変化

の方向は反出生的であったものの、全体としては出生意欲にほぼ変化はなかったとした。 
2020 年 4 月に 20～43歳（女性は 41歳まで）のイタリア人男女に行ったオンライン調査

の回答 3,934件を対象に「ナラティブ・フレームワーク」（その人の過去を反映した社会経

済的地位ではなく、将来の不確実性といった未来の影響が出生意思決定に有効とする理論

枠組み）の有効性を分析した Guetto et al. (2022) は、新型コロナによる出生意欲の低下に

は、主観的な将来の見通しの方が社会経済的属性よりも強い影響力を持っているとした。

これはメディアが繰り広げる現状への解釈の流布、そして将来の不安感の増幅が大きく影

響するという。 
オーストラリアでのロックダウンが出生意欲の変化を引き起こしたかどうかを検証した

Mooi et al. (2023) は、ロックダウンは女性の出生意欲にマイナスの影響を及ぼしたが、平
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均的な影響は小さかったこと、マイナスの影響は 35歳以上の高年齢者、低学歴者、有期雇

用者で大きかったこと、男性の出生意欲の変化は概して無視し得る程度に小さかったこと

を見出した。一方、新型コロナの流行前後に収集されたパネルデータを用いてオーストラ

リアの出生意欲を分析した Lazzari et al. (2023) は、無子のカップルでは出生意欲の変化

は小さく、すでに子どもを持つカップルで出生意欲の低下が大きかったとした。また、出

生意欲の変化には、社会経済要因よりも、夫婦関係や家族・友人からの支援の質の方が重

要であると指摘している。

中国については、Chen et al. (2022)、Zhou and Guo (2023) がある。Chen et al. (2022) 
は、2022 年に中国で実施したオンライン調査データ（22～46歳女性、443 サンプル）を分

析し、新型コロナは出産適齢期の女性の出生意欲を低下させる方向に作用することを見出

した。Zhou and Guo (2023) は、中国湖北省で 2020 年 8 月に実施したオンライン調査デー

タで、20～49歳の有配偶者かつパンデミック前に子どもを持つつもりであった 8,780 人に

ついて分析し、半数以上がパンデミックの影響で子どもの予定を変更し、年齢が高い者、

第 2子出産の計画だった場合は特に子どもを持つことを断念する傾向が強かったという結

果を示している。

日本のデータで新型コロナウイルスが出生意欲に与えた影響を分析した研究としては、

Matsuda et al. (2022) 、Matsushima et al. (2023) がある。Matsuda et al. (2022) は、1
人以上の子どもがいる 25～44歳の有配偶男女の調査データを分析し、年収が低い男性、非

就業の女性は出産計画を有意に延期したことを示した。Matsushima et al. (2023) は、

2020・2021 年に実施したオンライン調査データから、18～50歳の既婚女性で妊娠を計画

している 768 人について分析し、約 2割が出産を延期したこと、収入の減少など経済的不

安が出産延期と有意に関連していたことを見出した。

２．出生数・出生率への影響 

出生数・率への新型コロナウイルス感染拡大の影響については、2022 年以降、多くの研

究成果が発表されてきた。

Kearney and Levine (2022) は、アメリカの人口動態統計の出生データを分析し、2020
年 8 月～2021 年 2 月のベビーバストはパンデミックが関連していたこと、失業率の上昇幅

や家計支出の減少幅が大きい、コロナ感染者数が多いといった州で特にベビーバストが大

きかったことを明らかにした。逆に、2021 年 3 月からの出生率の反転上昇では、失業率の

低下や家計支出改善が関連していたとした。Bailey et al. (2023) は、2015～2021 年のアメ

リカ全土および 2015～2023 年 2 月のカリフォルニア州の出生数を分析し、2020 年 1 月か

らのアメリカの出生率低下は外国生まれの母親の急激な出生減少が主な要因だったこと、

その後の出生率反転上昇は、第１子と 25歳未満・30～34歳の女性、大卒女性で顕著だっ

たことを示した。

オーストラリアの出生登録、周産期データベース、病院データで公開されている出生デ
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ータを分析した Gray et al. (2022) は、2020 年秋以降の出生数が減少したが、これはパン

デミック開始期の 2020 年 1～3 月に妊娠が急激に減少したことを示唆しており、新型コロ

ナの流行開始で将来の不確実性が高まった時期に一致するとした。ただ、この影響は比較

的短期間であり、出生数は 2021 年に回復した。 
 スペインの出生登録データを用いて、月別の年齢出生率と合計出生率を推定し、パンデ

ミック前の 2010～2019 年の月別データと、2020 年 11 月以降の同月データを比較した

Cozzani et al (2023) は、2020 年 11 月・12 月は出生率が急激に低下しており、第１子出

生の減少、低学歴の若い女性、34歳以上の高学歴女性が大きく寄与したとした。 
 2020 年末～2021 年初に多くの国では出生率の急激な低下が見られたが、ドイツ語圏諸国

や北欧諸国はそうした動きがなかったことで知られる。ドイツとスウェーデンの出生統計

データから月別の合計出生率を推定して分析した Bujard and Andersson (2024) は、両国

で 2021 年冬に出生数の急激な低下はなかったものの、パンデミックが収束した後の 2022
年以降、出生数減少が起こっており、これについて新型コロナウイルスによる死亡率や罹

患率、失業率、ワクチン接種プログラム等の動きと関連づけて解釈した。健康要因や経済

要因よりも、ワクチン接種プログラムの開始によって接種を受けるまで妊娠を延期したと

いう反応と出生率低下が関連しているようだと述べている。 
 ノルウェーの 2017～2021 年の出生、教育、労働市場に関する人口行政登録データを分析

した Lappegård et al (2023) は、パンデミックの前と後に妊娠した女性を比較し、パンデ

ミック期のノルウェーの出生率上昇は、28～35歳の有配偶・有子女性が主にもたらしてお

り、この層は経済的・社会的に安定していてパンデミックの影響が限定的であったとした。 
 フィンランドの 2015 年 3 月～2021 年 9 月までの４地域（首都地域のヘルシンキ・ウー

シマー、西・南・東北地方）別の出生登録データを収集し、月別出生率を分析した Nisén et 
al. (2022) は、2020 年と 21 年で出生率の相対的増加は 30歳以上の女性で大きく、2021
年には首都地域で出生率が最も上昇したことを示した。フィンランドの出生率はパンデミ

ック前に大きく減少したあと、2019 年半ばから上昇を始めており、フィンランドでは初期

のパンデミックはこの上昇傾向を強めた可能性があるという。 
 日本については、岩澤（2022）、Ghaznavi et al. (2022) の研究成果がある。岩澤（2022）
は、平成 29 年公表の日本の将来人口推計における出生仮定に基づく出生数をコロナ禍の影

響がない数値として利用し、これと人口動態統計の婚姻と出生の実績値を比較して、その

相対変動を見ることでコロナによる突発的な変化を把握することを試みた。その結果、緊

急事態宣言が発出された 2020 年 4 月の婚姻数は、基準値（2019 年 12 月）の 5割に落ち込

んだこと、その 9ヶ月後に当たる 2021 年 1 月には基準値水準を約 15%下回ったことを明

らかにした。また、Ghaznavi et al. (2022)は、2011 年 12 月～2021 年 5 月の人口動態統計

データを収集し、2017 年 1 月～2021 年 5 月に他と比較して有意に超過・不足が見られる

か分析したところ、パンデミック期間中、複数月において婚姻と出生が有意に減少してお

り、出生は 2020 年 12 月～2021 年 2 月に大幅な低下が見られるとした。出生数の有意な現
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象は、中部、関西、関東地方に集中していた。 
 20カ国以上を比較した研究では、ヨーロッパ諸国を扱った Pomer et al. (2022) 、Nitsche 
et al. (2022) 、ヨーロッパと東アジアを対象とした Plach et al. (2023) 、先進 37カ国およ

び１地域を対象とした Sobotka et al. (2023) がある。 
 Pomer et al. (2022) は、Human Fertility Database2からヨーロッパ 24カ国の 2018 年

1 月～2021 年 3 月の月別出生数のデータを収集し、季節調整を行った上で、パンデミック

前後の月別出生数を比較した。パンデミック第１波の 9～10ヶ月後に相当する 2021 年 1
月は、唯一、2018 年、19 年の同月と比較して出生数が 14.1％減少しており、有意な差で

あるとした。減少率が高かった国はロックダウン期間が長い傾向があり、2021 年初頭の出

生数減少を経験しなかった国は一人当たり所得が高い傾向があった。 
 同様に、ヨーロッパ諸国のみを対象として、28カ国それぞれの統計局等から 2015 年 1
月～2021 年 6 月の出生統計データを収集し分析した Nitsche et al. (2022) は、パンデミッ

クの最初の 6ヶ月間は、北欧諸国に比べて南欧諸国で、また、高度に都市化された地域や

新型コロナ罹患率が高いほど否定的な出生反応を示したことを明らかにした。 
 Plach et al. (2023) は、OECD の高所得国 25カ国を対象に、パンデミック抑制のために

政府が行った医薬品供給以外の政策介入、つまりロックダウンをはじめとした社会的隔離

政策（学校や職場、店の閉鎖等）、経済的支援政策（所得支援等）、健康支援政策（情報提

供、感染検査・接触者追跡等）が出生力に影響したかを検討した。Human Fertility Database
から取得したデータで季節調整した月別粗出生率を算出し、パンデミック前のデータから

算出した予測値と実測値を比較して有意に予測値を外れた月があるかを検証したところ、

公的支援が低かった南欧、東アジア、東欧は、公的支援の多かった西欧、中欧、北欧に比

べ出生率の低下が大きく、その後の回復も少なかった。 
 Sobotka et al. (2023) は、先進諸国37カ国と１地域について、Human Fertility Database
の短期出生変動（Short-Term Fertility Fluctuations）データシリーズ3を用いて出生率の変

動を分析した。2022 年 9 月までのデータを用いた分析の結果、パンデミックは出生数と出

生率に明確な変動をもたらしたが、ほとんどの国で永続的なベビーバストはもたらさず、

2021 年 1 月を底としてその後は短期的な出生率回復が見られ、2021 年は全体としてはパ

ンデミック前の期間と比較して出生力は元の軌道に戻るか、改善がみられた。しかし、2022
年に入ると多くの国で出生数が急減するというトレンドの変化が見られるようになった。

パンデミック第１波の影響による 2021 年初頭の時期に出生数の低下がなかった国でも

2022 年に入ると出生数が低下した。なお、パンデミック中に出生数がプラスに転じた国や

地域は、家族政策が手厚く包括的で、経済が安定していたと指摘した。 
 

2 Max Planck Institute for Demographic Research (Germany) and Vienna Institute of 
Demography (Austria). Available at www.humanfertility.org 
3 2000 年 1 月～最長 2023 年 7 月までの月別の出生数（各国公表値）と、対象国は一部限

られるが季節調整済み月別出生数及び月別推定 TFR のデータを公開しており、次のサイト

からデータダウンロードが可能：https://www.humanfertility.org/Data/STFF 
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３．日本のパンデミック期の出生数・率の動向：STFF データから 

 これまで多くの出生分析では、出生数や出生率は暦年で計算されたものが取り上げられ

てきたが、新型コロナウイルスのパンデミックが出生に及ぼした影響を明らかにする研究

では、月次データに基づく分析が広く行われた。Human Fertility Database は、先進諸国

の出生関連のデータを広く収集・公開している信頼性の高いデータベースだが、月別出生

数・率を HFD Short-Term Fertility Fluctuations データシリーズとして公表している。本

節では、ここから日本の推定月別 TFR4データをダウンロードし、グラフ化したものを示す。 
 

 
図２ 推定月別 TFR の推移：2018 年 1 月～2023 年 3 月 

出所：Human Fertility Database, Short-Term Fertility Fluctuationsデータシリーズ 

 
 図２で、網掛け部分は日本で緊急事態宣言が出ていた時期を示している。日本では、2020
年 3 月から全国の公立小中学校が休校になったり、テレワークが急速に導入されて在宅勤

務が広がったりするなど、社会生活が大きく制限されて人々の行動も変化した。4 月～5 月

には 1 回目の緊急事態宣言が発出された。他の多くの先進諸国と同様に、その約 9ヶ月後

に当たる 2021 年 1 月には TFR が大きく低下しており、パンデミック第１波の時期に妊娠

を避ける行動がとられたことがわかった。その後は出生数・率が反転上昇し、パンデミッ

 
4 季節調整を施した月別出生数と、15～44歳の月別推定女性人口から総出生率（GFR）を

計算し、この推計 GFR と TFR の年間比率を計算した上で、以下の式により月次 TFR を算

出したとされている（m は月、p は推計値）（Sobotka et al. (2023), p,15-16） 
TFR (m) = p [GFR (m) /TFR (m)] × GFR (m) 
= p [GFR (m) /TFR (m)] × B  (m) /PF(15−44) (m) . 
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ク開始前の水準に戻ったが、2021 年 5 月以降は元々のトレンドであった低下基調に復し、

むしろ若干加速する形で出生率は低下していった。 
 
４．まとめ：コロナ禍は出生力にどのような影響を残すのか？ 

 文献サーベイの結果をまとめると、新型コロナウイルス感染拡大は、出生意欲にも、

出生数・率にもマイナスの影響を与えたことが明らかになっている。カップルの出生意欲

は、その変化の方向として前倒し、延期、放棄がありうるが、新型コロナによって主に延

期や放棄といった負の影響を受け、特に経済要因の影響（所得の一時的低下等）が出生意

欲を引き下げるものとして大きかったことが指摘されている。しかし、経済的要因よりも、

むしろ将来の不確実性の増大など個々人の主観的評価の方が影響したとする研究結果もあ

り、統一的な見解とはなっていない。また、全体的に見れば出生意欲の変化が起きた層は

限定的との結果が多かった。日本のデータを分析した論文によると、年収の低い男性、無

職女性など、不利な経済状況にある層で出産計画を延期する傾向がみられた。 
出生数・出生率の動きは時期・国によって異なっていた。パンデミック第一波の影響が

出た 2021 年 1 月には日本をはじめ多くの国で出生数・率が大幅な低下を示したが、その後

は小規模なベビーブームが起きるか、パンデミック前の水準に戻った。新型コロナが引き

起こしたベビーバスト、ベビーブームは、どちらも小規模に終わったといえる。しかし、

この時期に出生数の低下が見られないか、むしろ増加した国々もあった。2022 年に入ると

多くの国で出生率の低下傾向への回帰がみられた。 
 2021 年 1 月を中心とする大幅な出生数減少は、2020 年 3 月頃から 9～10ヶ月後であり、

パンデミックの数ヶ月に起こった社会生活の変化、経済危機の到来を予想させる悲観的な

将来見通しや、健康不安の高まりといった要因から、生殖年齢にある人々の多くが妊娠を

避けようとした結果であることがわかる。しかし、その後の出生数回復は、パンデミック

第１波の収束と、それに伴い社会生活が徐々に回復し、政府のさまざまな支援策も行われ

たことで生じたと見られる。もともと福祉の水準が高い国や、政府の政策介入が手厚い国

では出生数の減少幅が小さかったという知見もあり、出生意欲や出生行動に対する政府の

支援の影響力や重要性も示唆されている。 
 ただ、2022 年から多くの国でみられる出生数減少の動きは予想されていなかったもので

あり、Sobotka et al. (2023) は、その原因について、以下の３つの仮説を提示している。第

一に、プレパンデミック期の少子化傾向への回帰である。日本を含めて多くの国で、出生

率はプレパンデミック期の出生動向から算出した予測値の 90%信頼区間内に収まっている。

第二に、社会生活がプレパンデミック期に近い状態まで再開されたことが多忙な生活を生

じさせ、人々が新たに出産を延期し始めた可能性と、逆にパンデミック期の交際や出会い、

結婚の制限が出生数減少に影響を持ち始めた可能性である。第三に、ワクチン接種が推進

され、副反応等への不安から妊娠・出産を避ける女性が増えた可能性である。 
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2022 年からの出生数・率の低下が多くの国で生じている事実は、今後の出生動向が決し

て楽観的でないことを示していると考えられる。日本の例で言えば、コロナ禍のもとで多

くの婚姻が失われ、それにより第 1子を生む確率の高い有効リスク人口が減った。これは

今後、次々と高順位の子どもの出生数に影響すると考えられることから、ある程度長期に

わたり出生数の引き下げ要因として働くとみられている（国立社会保障・人口問題研究所 

2023）。パンデミック期のソーシャル・ディスタンシングは社会の中での人々のコミュニケ

ーション方法を変え、親密な関係の形成に大きなマイナスの影響を及ぼした。特に若い世

代がその影響を大きく受けたことは、今後、カップル形成の動向を通じて、出生数・率を

引き下げる方向で作用する可能性が高いと考えられる。また、2022 年以降、世界経済の減

速やインフレの進行により人々の経済状況も厳しくなっていること、度重なる大災害や、

戦争の発生により世界情勢が不安定化していることなども、「将来の不確実性の増大」とい

う形で出生意欲や出生行動にはマイナスの影響を及ぼすだろう。

日本では、パンデミック以降、年次データでみると婚姻数、出生数・率の低下が大きく、

回復の兆しは見られていない（2024 年 3 月現在）。パンデミック期に失われた結婚や、延

期された出生が取り戻される動きはいまだ見られておらず、新型コロナウイルス感染拡大

の影響は、今後も出生力低下の方向で長期にわたり作用していく可能性がある。今後も引

き続き、このテーマでの研究成果に注目していく必要がある。
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